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１. 四半期業績の概況の作成等に係る事項

　　①財務諸表等の作成に際して準拠した基準　　　：　米国会計基準

　　②公認会計士又は監査法人による関与の状況　　：　無

　　③連結及び持分法の適用範囲 　　　　　　　　 ：　連結子会社数(含む、変動持分事業体)　945社　持分法適用関連会社数　165社

２. 19年 3月期　第3四半期(9ヵ月通算)の連結業績(平成 18年 4月 1日 ～ 平成 18年 12月 31日)

(1)経営成績(連結)の進捗状況

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年 3月期第3四半期 7,259,249 8.8 81,412 △30.4 88,423 △37.6 △8,405 -
18年 3月期第3四半期 6,672,138 3.4 116,892 △27.7 141,769 △31.5 45,373 △56.3
(参考) 18年 3月期 9,464,801 4.8 256,012 △8.3 274,864 3.9 120,516 5.2

  

百万円 ％ 円 銭 円 銭

19年 3月期第3四半期 △76,827 - △23 05 △23 07
18年 3月期第3四半期 △5,453 - △1 64 △1 65
(参考) 18年 3月期 37,320 △27.5 11 20 10 84

(注) 売上高、営業利益、税引前当期純利益、少数株主持分控除前利益(損失)、当期純利益(損失)におけるパーセント表示は対前年同期増減率を示します。

(2)財政状態(連結)の変動状況

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年 3月期第3四半期 10,753,833 2,424,313 22.5 727 47
18年 3月期第3四半期 10,111,383 2,351,263 23.3 705 90
(参考) 18年 3月期 10,021,195 2,507,773 25.0 752 91

(注) ①期末発行済株式数(連結) 19年3月期 第3四半期 3,332,512,422株 18年3月期 第3四半期 3,330,892,485株 

　　 ②株主資本の金額は、米国会計基準に基づいて表示しております。

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

19年 3月期第3四半期 127,344 △604,922 415,433 604,409
18年 3月期第3四半期 216,552 △390,560 5,895 557,461
(参考) 18年 3月期 690,875 △501,362 △261,638 658,255

３. 19年 3月期の連結業績予想(平成 18年 4月 1日 ～ 平成 19年 3月 31日)

　

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

9,740,000 180,000 160,000 25,000 △55,000
なお、通期の連結業績予想については、平成18年9月中間期決算発表時(平成18年10月31日)の見通しを変更しておりません。

(注)上記の予想は、当社が本資料の発表日現在において合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績は予想と大きく異なることが

　　ありえます。業績予想の利用にあたっての注意事項等については、「2006年度第3四半期 連結業績の概要」の8ページを参照して下さい。
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2006年度第３四半期 連結業績の概要

第3四半期 9ヵ月(4月～12月)通算

2006年度 2005年度 2006年度 2005年度

自 2006年10月 1日 自 2005年10月 1日 自 2006年 4月 1日 自 2005年 4月 1日

至 2006年12月31日 至 2005年12月31日 至 2006年12月31日 至 2005年12月31日

億円 億円     % 億円 億円     %

24,883     22,588     110  72,592     66,721     109  

億円 億円     % 億円 億円     %

615     391     157  814     1,168     70  

億円 億円     % 億円 億円     %

626     596     105  884     1,417     62  

少 数 株 主 持 分 億円 億円     % 億円 億円     %
控 除 前 利 益 （ 損 失 ） 263     242     109  △84     453        -

億円 億円     % 億円 億円     %

12     54     23  △768     △54        -

円 円     % 円 円     %

0.38     1.65     23  △23.05     △1.64        -

潜 在 株 式 調 整 後 円 円     % 円 円     %
1株当たり当期純利益(損失) 0.37     1.64     23  △23.07     △1.65        -

(注) １．当社の連結財務諸表は、米国会計基準に基づいて作成しています。
     　　なお、財務数値については、監査対象外です。
     ２．セグメント情報及び営業利益は、日本基準に基づいて作成しています。
     ３．連結子会社数(含む、変動持分事業体)は 945社、持分法適用関連会社数は 165社です。

2007年2月5日

株式会社日立製作所

執行役社長 古川 一夫

(コード番号：6501)
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経営成績 
 
１．２００６年度第３四半期連結決算について 
(1)連結決算の概要 
 

  ２００６年度第３四半期 （前年同期比） 
売 上 高 ２兆４，８８３億円 （１１０％） 
営 業 利 益 ６１５億円 （１５７％） 
税 引 前 当 期 純 利 益 ６２６億円 （１０５％） 
少数株主持分控除前利益 ２６３億円 （１０９％） 
当 期 純 利 益 １２億円 （ ２３％） 

 
当四半期において、米国経済は、住宅投資が引き続き減速したものの、個人消費が堅調であ
り、底堅く推移しました。アジア経済は、中国が高い成長率を維持したこと等から好調であり、
また、欧州経済も緩やかに成長し、世界経済全体としては、堅調に推移しました。 
 日本経済については、個人消費が伸び悩んだものの、企業収益の改善が続く中で、設備投資
が増加し、全体としては堅調に推移しました。 

 
このような状況下、当グループでは、注力事業への積極的な投資を進めるとともに、継続的
な事業構造改革を推進することで、連結ベースでの競争力強化に向けて取り組んでまいりまし
た。 
当四半期には、注力事業である薄型テレビにおいて、プラズマディスプレイパネルを生産し
ている富士通日立プラズマディスプレイの三番館で量産を開始し、パネル生産のコスト低減を
推進しています。また、事業再編では、車載情報システム事業の強化を目的に、クラリオン(株)
の株式の公開買付けを行い、同社を子会社化しました。さらに、原子力事業の世界的な戦略提
携として、ＧＥ社と日本及び米国に共同出資の新会社を設立することで合意しました。 

 
当四半期の当社の連結べースの売上高は、ソフトウェア／サービスやストレージ関連製品が
好調であった情報通信システム部門、自動車機器や日立建機等が伸長した電力･産業システム部
門、また、エレクトロニクス及び自動車関連の部品･材料を中心に伸長した高機能材料部門等が
前年同期を上回り、全体としては、１０％増の２兆４，８８３億円となりました。 

 
海外売上高は、当グループが注力している中国を中心に、情報通信システム部門、電力･産業

システム部門、高機能材料部門等が前年同期を上回り、前年同期比１３％増の 
１兆０，６７７億円となりました。連結売上高に占める海外売上高比率は、前年同期比１ポイ
ント上昇し、４３％となりました。 
 
営業利益については、デジタルメディア･民生機器部門が営業損失を計上したものの、情報通
信システム部門、電子デバイス部門、電力･産業システム部門等が増益となり、全体としては、
前年同期比５７％増の６１５億円となりました。 

 
営業外収益は、有価証券損益等の減少により、前年同期比５２％減の１４３億円となり、 
営業外費用については、前年同期比４１％増の１３２億円となりました。 

 
これらの結果、税引前当期純利益は、前年同期比５％増の６２６億円となりました。法人税
等３６３億円を差し引いた少数株主持分控除前利益は２６３億円となり、当期純利益は前年同
期比７７％減の１２億円となりました。 
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(2)部門別売上高・営業損益の概況 
 
各部門の概況は、以下の通りです。 

 
[情報通信システム] 

  ２００６年度第３四半期 （前年同期比）

売 上 高 ５，８２７億円 （１１４％）

営 業 利 益 ６４億円 （  ―  ）

 

情報通信システム部門の売上高は、ソフトウェア／サービスは、ソフトウェアや金融機関向

けを中心としたサービスが好調であり、ハードウェアは、ハードディスクドライブや通信機器、 

ＡＴＭ等が伸長したことから、部門全体では前年同期比１４％増の５，８２７億円となりまし

た。 

  営業利益については、ハードディスクドライブの赤字が増加したものの、ソフトウェアや 

ＡＴＭが増益となったこと等により、部門全体では、前年同期の５億円から６４億円に伸長し

ました。 
(注) ハードディスクドライブ事業は、１２月決算会社である日立グローバルストレージテクノロジーズ(日立

ＧＳＴ)が行っており、３月決算会社である当社の２００６年度第３四半期決算においては、日立ＧＳＴ
の２００６年７－９月の数値を計上しています。 

 
[電子デバイス] 

  ２００６年度第３四半期 （前年同期比）

売 上 高 ３，０５９億円 （１０３％）

営 業 利 益 １５３億円 （２３６％）

 
電子デバイス部門の売上高は、ディスプレイがテレビ用大型液晶を持分法適用会社であるIPS
アルファテクノロジへ移管した影響等により減収となりましたが、日立ハイテクノロジーズが
好調であり、前年同期並みの３,０５９億円となりました。 
営業利益については、ディスプレイが黒字となり、また、日立ハイテクノロジーズが増益と
なったことから、前年同期比１３６％増の１５３億円となりました。 
 
[電力･産業システム] 

  ２００６年度第３四半期 （前年同期比）

売 上 高 ６，７６９億円 （１１２％）

営 業 利 益 ２７７億円 （２１４％）

 

電力･産業システム部門の売上高は、自動車関連機器や昇降機等が増加したほか、日立建機が
海外市場向けを中心に好調であったことから、部門全体では前年同期比１２％増の 
６，７６９億円となりました。 
営業利益については、日立建機が好調であり、また、昇降機等が増益となったことにより、
前年同期比１１４％増の２７７億円となりました。 
(注) ２００６年４月１日より日立空調システム（電力・産業システム部門）と日立ホーム・アンド・ライフ・

ソリューション（デジタルメディア・民生機器部門）が合併して発足した日立アプライアンスは、デジタ

ルメディア・民生機器部門に区分されています。 

 
[デジタルメディア･民生機器] 

  ２００６年度第３四半期 （前年同期比）

売 上 高 ３，７１７億円 （１０３％）

営 業 損 失 △１９０億円 （  －  ）
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デジタルメディア･民生機器部門の売上高は、価格下落の影響により、プラズマテレビや 
ＤＶＤレコーダー等のデジタルメディア製品が減収となったものの、昨年４月に日立空調シス
テムと日立ホーム・アンド・ライフ・ソリューションが合併した影響や白物家電が伸長したこ
とにより、部門全体では前年同期比３％増の３，７１７億円となりました。 
営業損益については、薄型テレビやＤＶＤレコーダー等の赤字が増加したことにより、 
１９０億円の営業損失となりました。 
 
[高機能材料] 

  ２００６年度第３四半期 （前年同期比）

売 上 高 ４，６８５億円 （１１３％）

営 業 利 益 ３６１億円 （１１７％）

 

高機能材料部門の売上高は、日立化成工業が半導体関連分野を中心に増加し、日立金属も 

自動車関連分野を中心として好調に推移したほか、日立電線も電線･ケーブルを中心に伸長した

ことにより、部門全体では前年同期比１３％増の４，６８５億円となりました。 

営業利益については、日立化成工業が減益となったものの、日立金属、日立電線が好調に 
推移したことから、前年同期比１７％増の３６１億円となりました。 
 
[物流及びサービス他] 

  ２００６年度第３四半期 （前年同期比）

売 上 高 ３，２９４億円 （１０４％）

営 業 利 益 ３２億円 （２９１％）

 

物流及びサービス他部門の売上高は、日立物流が堅調に推移し、部門全体では前年同期比４％
増の３，２９４億円となりました。 
営業利益については、日立物流が増益となったこと等により、前年同期比１９１％増の３２
億円となりました。 

 

[金融サービス] 

  ２００６年度第３四半期 （前年同期比）

売 上 高 １，３０４億円 （１０３％）

営 業 利 益 ６２億円 （ ６５％）

 

金融サービス部門の売上高は、前年同期比３％増の１，３０４億円となりました。 
営業利益については、前年同期比３５％減の６２億円となりました。 

 
 
(3)国内・海外売上高の概況 
 

  ２００６年度第３四半期 （前年同期比） 
国 内 売 上 高 １兆４，２０６億円 （１０８％） 
海 外 売 上 高 １兆０，６７７億円 （１１３％） 

う ち ア ジ ア ４，７８７億円 （１１７％） 
う ち 北 米 ２，７８１億円 （１０９％） 
う ち 欧 州 ２，１９８億円 （１１１％） 
そ の 他 の 地 域 ９１０億円 （１０６％） 
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 当四半期の国内売上高は、前年同期比８％増の１兆４，２０６億円となりました。 
海外売上高は、ハードディスクドライブ、エレクトロニクス及び自動車関連の部品･材料、 
日立建機等が伸長したことから、前年同期比１３％増の１兆０，６７７億円となりました。 
この結果、連結売上高に占める海外売上高比率は、前年同期比１ポイント上昇し、４３％と
なりました。 

 

(4)財政状態 
 
 

  

 総資産は、事業再編や棚卸資産の増加等により、２００６年９月中間期末比４，７６３億円
増の１０兆７，５３８億円となりました。有利子負債は、２００６年９月中間期末比 

３，９５４億円増の２兆９，９８６億円となりました。株主資本は、２００６年９月中間期
末比２３３億円増の２兆４，２４３億円となりました。これにより、株主資本比率は、 
２００６年９月中間期末比０．９ポイント悪化し、２２．５％となりました。 
Ｄ／Ｅレシオ(少数株主持分含む)は、主としてクラリオン（株）、ＮＥＯＭＡＸ等の株式

取得などの事業再編資金支出等による有利子負債の増加により、０．８６倍となりました。
今後はグローバル資金プーリング制度のさらなる活用、売掛金の入金促進、棚卸資産の縮減
等、資産効率の向上をさらに進めることにより、２００７年３月末は０.８倍以下のＤ／Ｅ
レシオ(少数株主持分含む)の維持を計画しています。 
 
(5)キャッシュ・フローの状況 

 

 ２００６年度第３四半期 ( 前年同期比増減 ）

営業活動に関するキャッシュ・フロー △５０１億円 ( △４５６億円 ）

投資活動に関するキャッシュ・フロー △２，９７２億円 ( △１，６２１億円 ）

フ リ ー ・ キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △３，４７３億円 ( △２，０７７億円 ）

財務活動に関するキャッシュ・フロー ２，９３３億円 (  ２，４９７億円 ）

 
キャッシュ･フローについては、営業活動に関するキャッシュ･フローは、前年同期比で    
４５６億円支出額が増加し、５０１億円の支出となりました。 
投資活動に関するキャッシュ･フローは、クラリオン（株）、ＮＥＯＭＡＸ等の株式取得など
により、前年同期比で１，６２１億円支出額が増加し、２，９７２億円の支出となりました。 
これにより、営業活動に関するキャッシュ･フローと投資活動に関するキャッシュ･フローを
合計したフリー･キャッシュ･フローは、前年同期比で２，０７７億円悪化し、３，４７３億円
の支出となりました。 
また、財務活動に関するキャッシュ･フローは、借入金が増加したこと等から、前年同期比で 
２，４９７億円収入額が増加し、２，９３３億円の収入となりました。 
 
 

 ２００６年度第３四半期末 ( 中間期末比増減 ）

総 資 産 １０兆７，５３８億円 ( ４，７６３億円 ）

負 債 合 計 ７兆２，４９８億円 ( ４，３７７億円 ）

う ち 有 利 子 負 債 ２兆９，９８６億円 ( ３，９５４億円 ）

少 数 株 主 持 分 １兆０，７９７億円 ( １５２億円 ）

株 主 資 本 ２兆４，２４３億円 ( ２３３億円 ）

株 主 資 本 比 率 ２２．５％ ( ０．９ ポイント悪化 ）

Ｄ／Ｅレシオ(少数株主持分含む) ０．８６倍 ( ０．１１ポイント悪化 ）
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２．２００６年度第３四半期までの９ヵ月通算の状況について 

(1)連結決算の概要、部門別売上高・営業損益の概況 
  ■連結決算の概要 

 ９ヵ月（４月～１２月）通算 （前年同期比）

売 上 高 ７兆２，５９２億円 （１０９％）

営 業 利 益 ８１４億円 （ ７０％）

税 引 前 当 期 純 利 益 ８８４億円 （ ６２％）

少数株主持分控除前利益 (損失) △８４億円 （  －  ）

当 期 純 利 益 ( 損 失) △７６８億円 （  －  ）
   
■部門別売上高の概況 

 ９ヵ月（４月～１２月）通算 （前年同期比） 
売 上 高 ７兆２，５９２億円 （１０９％） 
情報通信システム １兆７，３０５億円 （１１０％） 
電子デバイス ９，５１８億円 （１０８％） 
電力･産業システム １兆９，５７７億円 （１０４％） 
デジタルメディア・民生機器 １兆１，３０４億円 （１１６％） 
高機能材料 １兆３，３８８億円 （１１４％） 
物流及びサービス他 ９，４０３億円 （１０６％） 
金融サービス ３，９４１億円 （１０２％） 
小計 ８兆４，４３９億円 （１０９％） 
消去又は全社 △１兆１，８４７億円 （  －  ） 

 
■部門別営業損益の概況 

 ９ヵ月（４月～１２月）通算 （前年同期比） 
営 業 損 益 ８１４億円 （ ７０％） 
情報通信システム ２０３億円 （ ８６％） 
電子デバイス ３９４億円 （２５１％） 
電力･産業システム △１７６億円 （  －  ） 
デジタルメディア・民生機器 △５３５億円 （  －  ） 
高機能材料 ９９９億円 （１２７％） 
物流及びサービス他 １１２億円 （１４０％） 
金融サービス ２２０億円 （ ８６％） 
小計 １，２１９億円 （ ７３％） 
消去又は全社 △４０５億円 （  －  ） 

 
当四半期を含む９ヵ月における世界経済は、原材料価格の高騰等の影響が懸念されたものの、
米国経済や欧州経済が底堅く推移し、アジアも中国を中心に好調であったことから、全体とし
ては、堅調に推移しました。 
 また、日本経済についても、設備投資や個人消費が増加したこと等により堅調に推移しまし
た。 

 
このような状況下、当四半期を含む９ヵ月における当社の連結べースの売上高は、ストレー
ジ関連製品が伸長した情報通信システム部門のほか、薄型テレビ等が伸長したデジタルメディ
ア･民生機器部門、エレクトロニクス及び自動車関連の部品･材料が好調であった高機能材料部
門等が前年同期を上回り、全体としては９％増の７兆２，５９２億円となりました。 
営業損益については、電子デバイス部門や高機能材料部門等が伸長したものの、電力･産業 
システム部門、デジタルメディア･民生機器部門が営業損失を計上したことにより、前年同期比 
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３０％減の８１４億円となりました。 
 
営業外収益は、有価証券損益等の減少により、前年同期比８％減の５２４億円となり、営業

外費用については、前年同期比４２％増の４５４億円となりました。 
 
これらの結果、税引前当期純利益は前年同期比３８％減の８８４億円、法人税等９６８億円

を差し引いた少数株主持分控除前損失は８４億円となりました。当期純損失は、前年同期比 
７１３億円悪化の７６８億円となりました。 
 
(2)国内・海外売上高の概況 
 

 ９ヵ月（４月～１２月）通算 （前年同期比） 
国 内 売 上 高 ４兆２，４０９億円 （１０５％） 
海 外 売 上 高 ３兆０，１８３億円 （１１５％） 

う ち ア ジ ア １兆３，６９９億円 （１２１％） 
う ち 北 米 ７，９２３億円 （１１１％） 
う ち 欧 州 ６，００２億円 （１１２％） 
そ の 他 の 地 域 ２，５５７億円 （１０８％） 

 

国内売上高は、前年同期比５％増の４兆２，４０９億円となりました。 

海外売上高は、ハードディスクドライブやエレクトロニクス関連部品･材料等が中国市場を中

心に伸長したほか、日立建機が北米、欧州市場を中心に前年同期を上回ったことから、前年同

期比１５％増の３兆０，１８３億円となりました。 

この結果、連結売上高に占める海外売上高比率は、前年同期比３ポイント上昇し、４２％と

なりました。 

 
(3)キャッシュ・フローの状況 
 

 ９ヵ月（４月～１２月）通算 ( 前年同期比増減 ）

営業活動に関するキャッシュ・フロー １，２７３億円 ( △８９２億円 ）

投資活動に関するキャッシュ・フロー △６，０４９億円 ( △２，１４３億円 ）

フリー・キャッシュ・フロー △４，７７５億円 ( △３，０３５億円 ）

財務活動に関するキャッシュ・フロー ４，１５４億円 (  ４，０９５億円 ）

 

キャッシュ･フローについては、営業活動に関するキャッシュ・フローは、前年同期比で    

８９２億円収入額が減少し、１，２７３億円の収入となりました。 

投資活動に関するキャッシュ･フローは、子会社株式の取得等によって、前年同期比で 

２，１４３億円支出額が増加し、６，０４９億円の支出となりました。 

これにより、営業活動に関するキャッシュ･フローと投資活動に関するキャッシュ･フローを
合計したフリー･キャッシュ･フローは、前年同期比で３，０３５億円悪化し、４，７７５億円
の支出となりました。 
また、財務活動に関するキャッシュ･フローは、借入金が増加したこと等から、前年同期比で 
４，０９５億円収入額が増加し、４，１５４億円の収入となりました。 
これらの結果、現金及び現金等価物は、当四半期を含む９ヵ月間に５３８億円減少し、   
６，０４４億円となりました。 
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２００７年３月期連結決算の見通し 
 

 ２００７年３月期 (従来見通し比) （前 期 比）

売 上 高 ９兆７，４００億円 変 更 な し （１０３％）

営 業 利 益   １，８００億円 同 上 （ ７０％）

税 引 前 当 期 純 利 益   １，６００億円 同 上 （ ５８％）

少数株主持分控除前利益 ２５０億円 同 上 （ ２１％）

当 期 純 利 益 ( 損 失) △５５０億円 同 上 （  －  ）
 
 
当社では、今後の世界経済の動向について、米国経済は、住宅投資が減速するものの、個人
消費や設備投資に支えられて底堅く推移し、アジア経済についても、中国経済が引き続き好調
に推移するものと見込んでいます。また、欧州経済も緩やかな成長が継続すると予測しており、
全体としては、堅調に推移する見込みです。 
 日本経済については、米国向けを中心とした輸出の鈍化や設備投資の減速等により、景気拡
大が鈍化するものの、個人消費に支えられ底堅く推移すると見込んでいます。 
 
  このような環境のもと、当グループの２００７年３月期の業績は、２００６年１０月３１日
に行った２００６年９月中間期決算発表時点と同じ、上記の水準を見込んでいます。 
 今後当社としては、注力事業への積極的な投資を進めるとともに、継続的な事業構造改革の
推進により、競争力の強化を図っていきます。 

特に、ハードディスクドライブ、薄型テレビ事業については、現在進めている業績改善施策

を推進することで、早期の改善を図っていきます。また、車載情報事業においては、２００６

年１２月にクラリオン(株)を子会社化するとともに、２００７年１月には日立の子会社である

ザナヴィ･インフォマティクスをクラリオン(株)の子会社とするなど、注力事業の強化に向けた

積極的な施策を展開していきます。 
また、電力事業に関しては、原子力発電所でのタービンの損傷の原因が特定され、運転再開

に向けた対策を推進中です。 
なお、第４四半期の為替レートは、１１７円／ドル、１５０円／ユーロを想定しています。 

 
 

(注) 本資料における当社の今後の計画、見通し、戦略等の将来予想に関する記述は、当社が現時点で合理的で

あると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等の結果は見通しと大きく異なることがありえま

す。その要因のうち、主なものは以下の通りです。 
 

• 市場における製品需給の変動及び価格競争の激化(特に情報通信システム部門、電子デバイス部門及び
デジタルメディア・民生機器部門) 

• 新技術を用いた製品の開発、タイムリーな市場投入、低コスト生産を実現する当会社及び子会社の能
力 

• 急速な技術革新(特に情報通信システム部門、電子デバイス部門及びデジタルメディア･民生機器部門) 
• 為替相場変動(特に円／ドル相場) 
• 製品需給及び為替変動に対応する当会社及び子会社の能力 
• 主要市場(特に日本、米国及びアジア)における経済・社会状況及び貿易規制等各種規制 
• 自社特許の保護及び他社特許の利用の確保(特に情報通信システム部門、電子デバイス部門及びデジタ
ルメディア･民生機器部門) 

• 当会社、子会社又は持分法適用会社に対する訴訟その他の法的手続 
• 製品やサービスに関する欠陥・瑕疵等 
• 事業構造改善施策の実施 
• 製品開発等における他社との提携関係 
• 資金調達環境(特に日本) 
• 日本の株式相場変動 

以 上 
 



比 較 連 結 損 益 計 算 書

（単位：百万円）

科         目 2006年度 2005年度 2006年度 2005年度

自 2006年10月  1日 売上高 自 2005年10月  1日 売上高 自 2006年 4月  1日 売上高 自 2005年 4月  1日 売上高
至 2006年12月31日 比 至 2005年12月31日 比 至 2006年12月31日 比 至 2005年12月31日 比

％ ％ ％ ％ ％ ％

売 上 高 2,488,345  100.0 2,258,819  100.0 110  7,259,249  100.0 6,672,138  100.0 109  

売 上 原 価 1,953,534  78.5 1,754,851  77.7 111  5,752,579  79.3 5,194,754  77.8 111  

販売費及び一般管理費 473,256  19.0 464,830  20.6 102  1,425,258  19.6 1,360,492  20.4 105  

営 業 利 益 61,555  2.5 39,138  1.7 157  81,412  1.1 116,892  1.8 70  

営 業 外 収 益 14,306  29,890  48  52,496  56,822  92  

（受取利息及び配当金） (8,742) (5,670) (154) (22,991) (17,059) (135) 

（ 雑 収 益 ） (5,564) (24,220) (23) (29,505) (39,763) (74) 

営 業 外 費 用 13,251  9,376  141  45,485  31,945  142  

（ 支 払 利 息 ） (10,331) (8,667) (119) (27,569) (24,340) (113) 

（ 雑 損 失 ） (2,920) (709) (412) (17,916) (7,605) (236) 

税 引 前 当 期 純 利 益 62,610  2.5 59,652  2.6 105  88,423  1.2 141,769  2.1 62  

法 人 税 等 36,301  35,451  102  96,828  96,396  100  

少 数 株 主 持 分

控除前利益（損失） 26,309  1.1 24,201  1.1 109  △8,405  △0.1 45,373  0.7      －

少 数 株 主 持 分 25,050  18,708  134  68,422  50,826  135  

当 期 純 利 益 （ 損 失 ） 1,259  0.1 5,493  0.2 23  △76,827  △1.1 △5,453  △0.1      －

第3四半期 9ヵ月(4月～12月)通算

前   年
同期比

前   年
同期比

日立製作所　連結（未監査）
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比 較 連 結 貸 借 対 照 表
（単位：百万円）

2006年度第3四半期末 2006年9月中間期末 2005年度末
(2006年12月31日現在) (2006年9月30日現在) (2006年3月31日現在)

（資産の部）

流動資産 6,029,183 5,755,508 273,675 5,512,805 

現 金 及 び 現 金 等 価 物 604,409 651,221 △46,812 658,255 

短 期 投 資 170,754 158,617 12,137 162,756 

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 2,327,077 2,349,172 △22,095 2,430,681 

リ ー ス 債 権 526,527 483,450 43,077 451,757 

棚 卸 資 産 1,726,431 1,516,549 209,882 1,262,308 

そ の 他 の 流 動 資 産 673,985 596,499 77,486 547,048 

投資及び貸付金 1,034,706 1,003,560 31,146 1,029,673 

有形固定資産 2,605,491 2,522,959 82,532 2,460,186 

その他の資産 1,084,453 995,434 89,019 1,018,531 

資産合計 10,753,833 10,277,461 476,372 10,021,195 

（負債の部）

流動負債 4,754,449 4,401,403 353,046 4,121,451 

短 期 借 入 金 1,444,544 1,107,877 336,667 1,000,555 

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 1,558,443 1,549,975 8,468 1,484,966 

そ の 他 の 流 動 負 債 1,751,462 1,743,551 7,911 1,635,930 

固定負債 2,495,357 2,410,621 84,736 2,355,164 

長 期 債 務 1,554,084 1,495,314 58,770 1,418,489 

そ の 他 の 固 定 負 債 941,273 915,307 25,966 936,675 

（少数株主持分）

少数株主持分 1,079,714 1,064,452 15,262 1,036,807 

（資本の部）

資本 2,424,313 2,400,985 23,328 2,507,773 

資 本 金 282,033 282,033 0 282,033 

資 本 剰 余 金 565,139 564,801 338 561,484 

利 益 剰 余 金 1,670,877 1,679,947 △9,070 1,778,203 

そ の 他 の 包 括 損 失 累 計 額 △74,447 △106,700 32,253 △95,997 

自 己 株 式 △19,289 △19,096 △193 △17,950 

負債、少数株主持分及び資本合計 10,753,833 10,277,461 476,372 10,021,195 

その他の包括損失累計額　内訳

2006年度第3四半期末 2006年9月中間期末 2005年度末
(2006年12月31日現在) (2006年9月30日現在) (2006年3月31日現在)

為 替 換 算 調 整 額 △26,425 △42,516 16,091 △43,426 

最 小 年 金 債 務 調 整 額 △145,786 △145,796 10 △145,903 

有価証券未実現保有損益純額 97,247 81,378 15,869 92,626 

金融派生商品に関わる損益純額 517 234 283 706 

合 計 △74,447 △106,700 32,253 △95,997 

比較増減科        目

科        目 比較増減

日立製作所　連結（未監査）
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比 較 連 結 キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ー 計 算 書

（単位：百万円）

項　　　　　　　　　　　　　目 2006年度 2005年度 2006年度 2005年度

自 2006年10月  1日 自 2005年10月  1日 自 2006年 4月  1日 自 2005年 4月  1日

至 2006年12月31日 至 2005年12月31日 至 2006年12月31日 至 2005年12月31日

１．営業活動に関するキャッシュ・フロー

当期純利益(損失) 1,259 5,493 △4,234 △76,827 △5,453 △71,374 

当期純利益(損失)から営業活動に
関するキャッシュ・フローへの調整

有 形 固 定 資 産 減 価 償 却 費 122,824 115,118 7,706 350,902 333,717 17,185 

売 上 債 権 及 び 棚 卸 資 産 の 増 加 △61,975 △188,317 126,342 △157,271 △202,463 45,192 

買 入 債 務 の 増 加 ま た は 減 少 △68,676 49,360 △118,036 △6,969 △8,152 1,183 

そ の 他 △43,592 13,793 △57,385 17,509 98,903 △81,394 

営業活動に関するキャッシュ・フロー △50,160 △4,553 △45,607 127,344 216,552 △89,208 

２．投資活動に関するキャッシュ・フロー

短 期 投 資 の 増 加 △11,613 △3,787 △7,826 △4,251 △29,073 24,822 
賃 貸 資 産 及 び そ の 他 の
有 形 固 定 資 産 の 取 得 及 び 売 却 △202,653 △192,649 △10,004 △631,600 △567,635 △63,965 
投 資 有 価 証 券 及 び
子 会 社 株 式 の 取 得 及 び 売 却 △110,700 △30,573 △80,127 △101,955 19,815 △121,770 

リ ー ス 債 権 の 回 収 56,578 106,079 △49,501 216,190 305,310 △89,120 

そ の 他 △28,847 △14,138 △14,709 △83,306 △118,977 35,671 

投資活動に関するキャッシュ・フロー △297,235 △135,068 △162,167 △604,922 △390,560 △214,362 

フリー・キャッシュ・フロー △347,395 △139,621 △207,774 △477,578 △174,008 △303,570 

３．財務活動に関するキャッシュ・フロー

社 債 及 び 借 入 金 の 増 加 313,980 68,209 245,771 471,762 61,993 409,769 

配 当 金 の 支 払 △9,351 △17,114 7,763 △27,603 △35,361 7,758 

少 数 株 主 に 対 す る 配 当 金 の 支 払 △8,657 △7,331 △1,326 △19,008 △16,415 △2,593 

そ の 他 △2,588 △128 △2,460 △9,718 △4,322 △5,396 

財務活動に関するキャッシュ・フロー 293,384 43,636 249,748 415,433 5,895 409,538 

４．現金及び現金等価物に係る為替換算差額 7,199 7,361 △162 8,299 16,859 △8,560 

５．現金及び現金等価物の減少 △46,812 △88,624 41,812 △53,846 △151,254 97,408 

６．現金及び現金等価物の期首残高 651,221 646,085 5,136 658,255 708,715 △50,460 

７．現金及び現金等価物の期末残高 604,409 557,461 46,948 604,409 557,461 46,948 

前　年
同期比

前　年
同期比

第3四半期 9ヵ月(4月～12月)通算

日立製作所　連結(未監査)
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セ グ メ ン ト 情 報

（１）事業部門別売上高・営業損益 （単位：百万円）

2006年度 2005年度 2006年度 2005年度

自 2006年10月  1日 自 2005年10月  1日 自 2006年 4月  1日 自 2005年 4月  1日

至 2006年12月31日 構成比 至 2005年12月31日 構成比 至 2006年12月31日 構成比 至 2005年12月31日 構成比

情 報 通 信 シ ス テ ム 582,700 20% 511,385 19% 114% 1,730,515 21% 1,568,583 20% 110%

電 子 デ バ イ ス 305,914 11 296,617 11 103 951,835 11 879,773 11 108 

売 電力 ・ 産業 シ ス テ ム 676,944 24 605,790 23 112 1,957,760 23 1,884,695 24 104 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾒﾃﾞｨｱ・民生機器 371,731 13 362,391 14 103 1,130,490 13 974,228 13 116 

上 高 機 能 材 料 468,564 16 414,299 16 113 1,338,847 16 1,174,740 15 114 

物流及びサービス他 329,412 11 317,140 12 104 940,396 11 887,688 12 106 

高 金 融 サ ー ビ ス 130,494 5 126,897 5 103 394,152 5 387,793 5 102 

小 計 2,865,759 100 2,634,519 100 109 8,443,995 100 7,757,500 100 109 

消 去 又 は 全 社 △377,414   － △375,700   －   － △1,184,746   － △1,085,362   －   －

合 計 2,488,345   － 2,258,819   － 110 7,259,249   － 6,672,138   － 109 

情 報 通 信 シ ス テ ム 6,489 9% 549 1%   － % 20,362 17% 23,797 14% 86%

電 子 デ バ イ ス 15,356 20 6,513 12 236 39,444 32 15,743 9 251 

電 力 ・ 産業 シ ス テ ム 27,702 36 12,961 23 214 △17,632 △14 36,177 22   －

営 ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾒﾃﾞｨｱ・民生機器 △19,075 △25 △5,810 △10   － △53,543 △44 △22,041 △13   －

業 高 機 能 材 料 36,108 48 30,914 55 117 99,994 82 78,967 48 127 

損 物流及びサービス他 3,289 4 1,129 2 291 11,275 9 8,027 5 140 

益 金 融 サ ー ビ ス 6,282 8 9,668 17 65 22,040 18 25,687 15 86 

小 計 76,151 100 55,924 100 136 121,940 100 166,357 100 73 

消 去 又 は 全 社 △14,596   － △16,786   －   － △40,528   － △49,465   －   －

合 計 61,555   － 39,138   － 157 81,412   － 116,892   － 70 

（注）各部門の売上高は、部門間内部売上高を含んでいます。

（２）国内・海外売上高 （単位：百万円）

2006年度 2005年度 2006年度 2005年度

自 2006年10月  1日 自 2005年10月  1日 自 2006年 4月  1日 自 2005年 4月  1日

至 2006年12月31日 構成比 至 2005年12月31日 構成比 至 2006年12月31日 構成比 至 2005年12月31日 構成比

1,420,615 57% 1,311,451 58% 108% 4,240,919 58% 4,052,738 61% 105%

ア ジ ア 478,731 19 408,283 18 117 1,369,982 19 1,134,945 17 121 

北 米 278,132 11 255,555 11 109 792,396 11 710,793 11 111 

欧 州 219,845 9 197,294 9 111 600,207 8 537,458 8 112 

そ の 他 の 地 域 91,022 4 86,236 4 106 255,745 4 236,204 3 108 

1,067,730 43 947,368 42 113 3,018,330 42 2,619,400 39 115 

合 計 2,488,345 100 2,258,819 100 110 7,259,249 100 6,672,138 100 109 

国 内 売 上 高

海 外 売 上 高

第3四半期

前   年
同期比

前   年
同期比

9ヵ月(4月～12月)通算

前   年
同期比

前   年
同期比

第3四半期 9ヵ月(4月～12月)通算

日立製作所　連結（未監査）
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株式会社日立製作所

１．決算概要

2005年度 2005年度

118      118       - 113      116       -

2,361 2,392 101      6,953 7,419 107

968 1,103 114      2,756 3,487 127

1,393 1,288 93       4,197 3,932 94

減価償却費（億円） 1,151 1,228 107      3,337 3,509 105

うち一般用 846 925 109      2,438 2,565 105

うち営業用 304 302 99       898 943 105

研究開発費（億円） 961 1,017 106      2,941 3,035 103

  対売上高比率(%) 4.3 4.1 - 4.4 4.2 -

１株当たり株主資本（円）

手元資金（億円）

有利子負債（億円）

従業員数（人）

国内

海外

連結子会社数(含む、変動持分事業体)

国内

海外

２．部門別海外売上高 （単位：億円）

2005年度 2005年度

情報通信システム 2,027 2,529 125 5,453 6,630 122

電子デバイス 1,122 1,132 101 3,272 3,495 107

電力･産業システム 2,159 2,753 128 6,330 7,669 121

デジタルメディア･民生機器 1,543 1,354 88 4,139 4,298 104

高機能材料 1,364 1,551 114 3,773 4,480 119

物流及びサービス他 1,138 1,217 107 2,880 3,220 112

金融サービス 118 138 117 344 388 113

9,473 10,677 113 26,194 30,183 115

以　上

前年同期比(%)

2006年12月末

在外会社損益計算書
換算為替レート（円/ドル）

2006年度 2006年度

2007年2月5日

2006年度第3四半期決算補足資料(連結)

第3四半期 9ヵ月(4月～12月)通算

前年同期比(%)

設備投資額 (完成ベース)(億円)

うち一般用

うち営業用

24,190

2006年3月末

8,210

2006年9月末

752.91             720.42             727.47             

8,098 7,751

453

2006年度

26,031 29,986

355,879 368,820 385,072

242,659 247,126 252,220

合  計

456 457 492

第3四半期 9ヵ月(4月～12月)通算

2006年度

前年同期比(%) 前年同期比(%)

113,220 121,694 132,852

885 945932

476 428



 

1 

 

2007 年 2 月 5 日 

株式会社日立製作所 

 

情報通信システム、ディスプレイ及びデジタルメディアに関する補足資料 

 

*1 セグメント情報及び営業利益は、日本基準に基づいて作成しています。 
 

 

１．情報通信システム *2 

(１)売上高・営業利益 *3                                               (単位：億円) 

第3四半期(10-12月) 9ヵ月通算(4-12月) 

2006年度 2005年度 前年同期比 2006年度 2005年度 前年同期比

売上高 5,827 5,113 114% 17,305 15,685 110%

ソフトウェア/サービス 2,447 2,079 118% 7,816 6,808 115%

ソフトウェア 403 379 106% 1,187 1,116 106%
 
サービス 2,044 1,700 120% 6,629 5,692 116%

ハードウェア 3,380 3,034 111% 9,489 8,876 107%

ストレージ *4 2,092 1,776 118% 5,604 4,890 115%

サーバ *5 194 189 103% 667 581 115%

ＰＣ *6 128 217 59% 498 730 68%

通信ネットワーク 312 255 122% 927 967 96%

 

 

その他 654 597 110% 1,793 1,708 105%

営業利益 64 5 － 203 237 86%

*2 ハードディスクドライブ事業は、12 月決算会社である日立グローバルストレージテクノロジーズ 

    (日立ＧＳＴ)が行っており、3 月決算会社である当社の 2006 年 10-12 月の決算においては、 

日立ＧＳＴの 2006 年 7-9 月の数値を計上しています。 

*3 各製品等の数値は、情報通信システムセグメントの内部取引相殺消去後の数値です。 

*4 ディスクアレイサブシステム、ハードディスクドライブ等 

*5 汎用コンピュータ、ＵＮＩＸサーバ等 

*6 クライアントＰＣ(2006 年度からビジネス用のみ)、ＰＣサーバ等 

 

(２)ＳＡＮ/ＮＡＳストレージソリューション事業                                 (単位：億円) 

第3四半期(10-12月) 9ヵ月通算(4-12月) 

2006年度 2005年度 前年同期比 2006年度 2005年度 前年同期比

売上高 930 890 104% 2,550 2,310 110%

 

(３)ハードディスクドライブ事業 *7 *8 

第3四半期(10-12月) 9ヵ月通算(4-12月) 
連結決算上の計上時期

2006年度 2005年度 2006年度 2005年度 

出荷時期 2006年7-9月 2005年7-9月
前年同期比

2006年1-9月 2005年1-9月 
前年同期比

円(億円) 1,550 1,224 127% 4,073 3,456 118%

売上高 米ドル 

(百万ドル)
1,328 1,090 122% 3,511 3,180 110%

円(億円) △144 △74 － △328 △318 －

営業損失 米ドル 

(百万ドル)
△124 △66 － △282 △295 －

出荷台数(万台) *9 1,990 1,430 139% 4,950 4,160 119%

1.8/2.5 

インチ *10 1,110 670 166% 2,720 1,950 140%
民生・ 

情報機器 3.5 

インチ *11 720 480 151% 1,800 1,340 135%

サーバ *12 110 100 110% 300 230 126%

 

エマージング *13 45 184 24% 126 641 20%



 

2 

 

 

第4四半期 12ヵ月通算 

連結決算上の計上時期 2006年度 
(2007年1-3月) 

2005年度
(2006年1-3月)

2006年度
(2006年4月 

-2007年3月)

2005年度 
(2005年4月 

-2006年3月) 

出荷時期 2006年10-12月 2005年10-12月

前年同期比

2006年1-12月 2005年1-12月 

前年同期比

円(億円) 1,608 1,508 107% 5,681 4,965 114%

売上高 米ドル 

(百万ドル)
1,365 1,285 106% 4,877 4,465 109%

円(億円) △110 48 － △437 △270 －
営業利益

(損失) 
米ドル 

(百万ドル)
△93 43 － △375 △251 －

出荷台数(万台) *9 2,050 1,680 122% 7,000 5,840 120%

1.8/2.5 

インチ *10 1,040 880 119% 3,770 2,830 133%
民生・ 

情報機器 3.5 

インチ *11 860 610 141% 2,660 1,950 137%

サーバ *12 120 100 112% 410 340 122%

 

エマージング *13 34 88 39% 160 729 22%

*7 各数値は、情報通信システムセグメント内の内部取引を含んでいます。 

*8 日立ＧＳＴは米ドルでの決算を行っており、円での数値は為替影響を含んだ換算値です。 

*9 出荷台数は 10万台未満を四捨五入しており、エマージングのみ1万台未満を四捨五入しています。 

*10 民生機器向け(1.8 インチ)、ノートＰＣ向け(2.5 インチ)等 

*11 デスクトップＰＣ及び民生機器向け(3.5 インチ)等 

*12 ディスクアレイサブシステム及びサーバ向け(3.5 インチ)等 

*13 携帯型情報機器向け(1 インチ)、車載向け(2.5 インチ)等 
 

２．ディスプレイ 

(１)売上高・営業利益(損失)                                                   (単位：億円) 
第3四半期(10-12月) 9ヵ月通算(4-12月) 

 
2006年度 2005年度 前年同期比 2006年度 2005年度 前年同期比

売上高 471 497 95% 1,482 1,439 103%

営業利益(損失) 6 △32 － △37 △160 －

 

(２)液晶売上高                                                                (単位：億円) 
第3四半期(10-12月) 9ヵ月通算(4-12月) 

 
2006年度 2005年度 前年同期比 2006年度 2005年度 前年同期比

売上高 440 435 101% 1,300 1,240 105%

大型 135 － 415 － 
中小型  

300 － 825 －

 

３．デジタルメディア 

主要製品の出荷台数 *14                                      (単位：万台) 
第3四半期(10-12月) 9ヵ月通算(4-12月) 

2006年度 2005年度 前年同期比 2006年度 2005年度 前年同期比

光ディスクドライブ *15 1,800 1,950 92% 5,400 5,550 97%

プラズマテレビ *16 25 17 147% 57 35 163%

液晶テレビ 18 10 180% 38 19 200%

*14 出荷台数は 1 万台未満を四捨五入しており、光ディスクドライブのみ 10 万台未満を四捨五入 

しています。 

*15 光ディスクドライブ事業は、12 月決算会社である日立ＬＧデータストレージ(ＨＬＤＳ)が行って 

おり、3 月決算会社である当社の 2006 年 10-12 月決算においては、ＨＬＤＳの 2006 年 7-9 月の 

数値を計上しています。 

*16 プラズマテレビ及びプラズマモニターの合計値                                       以  上 
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